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講
演
会
「
日
本
国
憲
法
と
教
育
基
本
法
」
開
か
れ
る 

 

九
月
二
十
三
日
、
ロ
ゼ
・
シ
ア
タ
ー
で

「
戦
争
の
な
い
平
和
な
国
づ
く
り
に
貢

献
し
た
…
日
本
国
憲
法
と
教
育
基
本

法
」
の
講
演
会
が
開
か
れ
ま
し
た
。
講
師

は
近
年
、
沼
津
東
高
校
を
退
職
さ
れ
た

石
田
義
明
先
生
。
普
段
憲
法
や
教
育

基
本
法
な
ど
に
つ
い
て
あ
ま
り
ふ
れ
る

こ
と
の
な
い
人
に
も
、
穏
や
か
な
口
調
で

わ
か
り
や
す
く
説
明
し
て
い
た
だ
き
ま

し
た
。
今
日
の
講
演
会
の
た
め
に
、
十
枚

を
越
え
る
資
料
を
用
意
さ
れ
、
こ
の
問

題
に
対
す
る
並
々
な
ら
ぬ
熱
意
と
情
熱

を
そ
こ
か
ら
も
う
か
が
え
ま
し
た
。 

 

六
月
の
通
常
国
会
で
は
共
謀
罪
・
国

民
投
票
法
案
そ
し
て
教
育
基
本
法
改

定
案
が
継
続
審
議
と
な
り
ま
し
た
。
安

倍
晋
三
新
総
理
は
、
教
育
基
本
法
改
定

に
対
し
て
非
常
に
積
極
的
発
言
を
し

て
お
り
、
こ
の
臨
時
国
会
の
大
き
な
焦

点
に
な
っ
て
く
る
で
し
ょ
う
。
安
倍
氏

 

 

憲
法
と
の
関
係
で
削
除
さ
れ
る
項

目
で
は､

①
憲
法
の
理
想
の
実
現
は
、

根
本
に
お
い
て
教
育
の
力
に
ま
つ
べ
き

も
の
で
あ
る
。
②
平
和
を
希
求
す
る

人
間
の
育
成
を
期
す
る
。
な
ど
が
あ

り
ま
す
。
現
行
教
育
基
本
法
で
は
、

個
人
の
た
め
に
国
家
が
あ
る
と
い
う

立
場
に
立
っ
て
い
ま
す
が
、
改
定
案

は
個
人
よ
り
国
家
を
優
先
し
、
戦
争

な
ど
あ
っ
た
と
き
に
は
、
率
先
し
て

参
加
す
る
人
づ
く
り
を
目
指
し
て
い

る
と
強
調
し
ま
し
た
。 

 

最
後
に
、
今
の
さ
ま
ざ
ま
な
教
育

問
題
の
解
決
策
に
つ
い
て
次
の
よ
う

に
述
べ
ま
し
た
。
①
日
本
の
過
度
の

競
争
的
な
シ
ス
テ
ム
が
子
ど
も
た
ち

に
強
い
ス
ト
レ
ス
を
与
え
て
い
る
の

で
、
改
善
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

②
世
界
一
の
学
力
と
な
っ
た
フ
ィ
ン

ラ
ン
ド
で
は
、
日
本
の
教
育
基
本
法

を
参
考
に
し
、
競
争
主
義
を
一
掃

し
、
少
人
数
学
級
や
教
育
の
平
等
な

ど
が
重
視
さ
れ
て
い
ま
す
。 

 

こ
れ
ら
を
踏
ま
え
、
私
た
ち
が
学

校
・地
域
・家
庭
で
よ
り
よ
い
教
育
環

境
を
実
現
す
る
た
め
に
協
力
し
あ
っ

て
い
く
こ
と
が
何
よ
り
大
事
で
あ
る

と
締
め
く
く
り
ま
し
た
。  

〔伊
藤
〕 

【講
演
会
カ
ン
パ
…
一
万
八
百
円
】

各会のイベント予定など 
年金九条の会（鷹岡・富士宮合同） 

１０/２４ 憲法学習会…鷹岡公民館で午後１時より 
ぬまづ憲法９条の会 

１１/２３ 一周年記念 「憲法シンポジウム」／伊藤
恭彦（静大教授）、李文子（有事法制に反対する
在日朝鮮ネットワーク）、片岡伸行（週刊金曜日副
編集長）…沼津労政会館３階ホールで午後１時半 

鷹岡９条の会準備会 
１０/２１準備会…鷹岡市民プラザで午後１時半より 

「憲法・教育基本法の改悪をゆるさない 

10.9 県民のつどい」実行委員会 
１０/９ 「憲法・教育基本法の改悪をゆるさない 
１０．９県民のつどい」／金森俊朗（小学校教師）
…グランシップ中ホールで午後１時半より 

静岡県弁護士会沼津支部 
１０/２４ 憲法問題シンポジウム「憲法改正は本当
に必要か？！」／宮田逸江、西ヶ谷知成（弁護
士）、橋田幸子（ジャーナリスト）…沼津市民文化
センター小ホールで午後６時半より 
 

９
月
の
活
動
報
告 

二
十
三
日
、
講
演
会
「日
本
国
憲
法

と
教
育
基
本
法
」 

▽
映
画
「私
の
青

空
」製
作
応
援
呼
び
か
け 

▽
ニ
ュ
ー

ス
発
行
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
更
新
、
缶
バ

ッ
ジ
販
売
、
事
務
局
会
議
ほ
か
。 

✐
今
後
の
予
定 

□
１
０
・３ 

世
話
人
会 

□
１
１
・２
２ 

「私
の 

戦
争
体
験
を
語
る
」 

「私の戦争体験を語る」 
話し手：橋口傑さん、 

望月寅雄さん、佐藤清さん 

１１月２２日（水）午後６時３０分 

ラ・ホール富士 
入場無料 

９月２５日現在 
呼びかけ人 ３０４名 
賛同者 計 ７３２名 

な
ど
は
、
今
の

子
ど
も
た
ち
や

学
校
の
問
題
を

是
正
す
る
た
め

に
は
教
育
基
本

法
の
改
定
が
必

要
で
あ
る
と
主

張
し
て
い
ま

す
。
そ
れ
に
対

し
て
、
石
田
さ

ん
は
そ
れ
ら
の

問
題
と
基
本

法
を
結
び
つ
け

る
の
は
間
違
い

で
あ
り
、
教
育 

を
め
ぐ
る
さ
ま

ざ
ま
な
問
題
は

教
育
基
本
法
の

精
神
を
充
分
生

か
し
切
れ
な
い
と

こ
ろ
に
あ
る
と

指
摘
し
ま
し
た
。 

平和憲法を守るための《映画作り》に参加しませんか 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

製作協力券（一枚１０００円）。映画完成後、製作協力券は全国どこ

の上映会でも鑑賞できます。期日は１１月末。申し込み・問合せ

は、富士・九条の会（富士市民劇場内 Tel.６３－９２０１ 井上）へ。 

映  画   日本の青空  
憲法学者・鈴木安蔵（1904～83） 

監督は「GAMA‐月桃の花」の 大澤豊氏！ 
[ストーリー]  雑誌編集部に勤める沙也可（２２）は、特集企

画の「日本国憲法誕生の原点を問う」で、名も知らぬ鈴木安蔵

の取材を進めることになる。‐戦後まもなく、安蔵を中心とした民

間人による「憲法研究会」が作成した憲法草案が、実は GHQ

案のお手本になっていたという事実‐安蔵の娘への取材に成

功した沙也可は、託された安蔵の当時の日記を手がかりに、日

本国憲法誕生を巡る真実のドラマを明らかにしていく・・・。 

「
九
条
の
会
」
全
国
交
流
集

会
（
６
・
１
０
）
報
告
集 

◆
収
録
内
容 

▽0
6

年

6

月

1
0

日
「
全
国
交
流
集
会
」
の
記
録 

▽

全
体
会 

よ
び
か
け
人
あ
い
さ
つ
（
三

木
睦
子
、
鶴
見
俊
輔
、
澤
地
久
枝
、

加
藤
周
一
、
小
田
実
、
大
江
健
三

郎
）
、
新
潟
・
阿
賀
野
／
千
葉
・
小
金

原
／
沖
縄
・
大
学
人
／
大
阪
・
夕
陽

丘
高
校
／
神
奈
川
・
横
須
賀
の
各

会
分
散
会 

1
1
 

分
散
会
司
会
者
の

ま
と
め
、24

5

人
の
発
言
要
旨 

▽

「
九
条
の
会
」
か
ら
の
訴
え
、
各
地
・

各
分
野
の
会
の
結
成
状
況 

◆
体
裁 

Ｂ
５
判 

一
一
六
頁 

◆
定
価 

一
〇
〇
〇
円 

※
ビ
デ
オ
・
Ｄ
Ｖ
Ｄ
も
あ
り
ま
す
。

 

 



 

２００６年６月２日(金)付 岳南朝日新聞記事 

現行教育基本法と「教育基本法改正案」の比較 Ｎｏ．２ 

前号では、前文、第１条、第２条をとりあげました。現教育基本法は１１条、改正案は１８条からなっています。 
今回はその中から、教育の機会均等・学校教育・教員・家庭教育・教育行政などを比較してみました。 

 

現行基本法 「改正」案 

（教育の機会均等）第３条  
すべて国民は、ひとしく、その能力に応ずる教育を

受ける機会を与えられなければならないものであっ

て、人種、信条、性別、社会的身分、経済的地位又

は門地によって、教育上差別されない。 
国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわら

ず、経済的理由によって修学困難な者に対して、奨

学の方法を講じなければならない。 

(教育の機会均等)第四条 
（１）すべて国民は、等しく、その能力に応じた教育を受ける

機会を与えられなければならず、人種、信条、性別、社会

的身分、経済的地位または門地によって、教育上差別され

ないこと。 

（２）国および地方公共団体は、障害のある者が、その障害

の状態に応じ、十分な教育が受けられるよう、教育上必要

な支援を講じなければならないこと。  

（３）国および地方公共団体は、能力があるにもかかわら

ず、経済的理由によって修学が困難な者に対して、奨学の

措置を講じなければならないこと。 

（学校教育）第６条 
法律に定める学校は、公の性質をもつものであつ

て、国又は地方公共団体の外、法律に定める法人

のみが、これを設置することができる。 
２ 法律に定める学校の教員は、全体の奉仕者であ

って、自己の使命を自覚し、その職責の遂行に努め

なければならない。このためには、教員の身分は、尊

重され、その待遇の適正が、期せられなければなら

ない。 

（学校教育）第六条 

（１）法律に定める学校は、公の性質を有するものであっ

て、国、地方公共団体および法律に定める法人のみが、こ

れを設置することができること。  

（２）前項の学校においては、教育の目標が達成されるよ

う、教育を受ける者の心身の発達に応じて、体系的な教育

が組織的に行われなければならないこと。この場合におい

て、教育を受ける者が、学校生活を営む上で必要な規律を

重んずるとともに、自ら進んで学習に取り組む意欲を高め

ることを重視して行われなければならないこと。 

関連：第６条 （教員）第九条 

法律に定める学校の教員は、自己の崇高な使命を深く自

覚し、絶えず研究と修養に励み、その職責の遂行に努めな

ければならないこと。このためには、教員の身分は尊重さ

れ、その待遇の適正が期せられるとともに、養成と研修の

充実が図られなければならないこと。 

 （家庭教育）第十条 

（１）父母その他の保護者は、子の教育について第一義的

責任を有するものであって、生活のために必要な習慣を身

に付けさせるとともに、自立心を育成し、心身の調和のとれ

た発達を図るよう努めるものとすること。  

（２）国および地方公共団体は、家庭教育の自主性を尊重

しつつ、保護者に対する学習の機会および情報の提供そ

の他家庭教育を支援するために必要な施策を講ずるよう

努めなければならないこと。 

（教育行政）第 10 条 
 
２ 教育行政は、この自覚のもとに、教育の目的

を遂行するに必要な諸条件の整備確立を目標と

して行われなければならない。 

（教育振興基本計画）第十七条  

（１）政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画

的な推進を図るため、教育の振興に関する施策について

の基本的な方針および講ずべき施策その他必要な事項に

ついて、基本的な計画を定め、これを国会に報告するとと

もに、公表しなければならないこと。  

（２）地方公共団体は、前項の計画を参酌し、当該地方公

共団体の実情に応じ、当該地方公共団体における教育の

振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努

めなければならないこと。 

 


